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一 開 題 一

『

建 国 以 来 中 共 は経 済 的 発 展 に お い て 著 し い 成 果 を挙 げ て 来 た 。'・1959年 以 来

5ケ 年 に わ た る 農 業 生 産 の 不 振 も 、 大 局 的 に は 決 定 的 な 悪 影 響 を 与 え る に は 至 ら

ず ㌃ 中 共 は 社 会 主 義 建 設 路 線 の 路 を 摩 る ぎ な く歩 ん で い る 。 尸:."

こ 丶で と り あ げ る の は 、 そ の 縫 済 建 設 の 中 で 重 要 な 役 割 を 占 め る エ ネ ル ギ ー産

業 が ど の よ う な 状 況 に あ る か 、 ま た そ の 将 来 は ど う か と い うこ と を 、 政 策 的 観 点

か ら検 討 し考 察 す る こ と で あ る 。:・
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一 本 論 ～

A.国 民経済 とエネルギ ー産業 の相関性

近代産業でい うエネルギーとは、石炭 。石油 ・電力 。原子力等で ある。中国の

場合最 も重要 な役割を担 うのは、い うまでもな く石炭で あり、電力と石独がそれ

に続 く。そのことはエネルギー生産の 占有率をみるとき、石炭が1952年 で 全体

の96%、1960年 で94%を 占 め、水力発電に よる電力力a1952で 全体 ¢)3

%・19601で2.6%をr$め ・石油が1952年 で 全体の1%・1960年 で3:4%

(但 し天然ガスの0.4%を 含 む)を 占めてい ることか らも明らかで ある。

そ こでこれ らの エネルギー産業が普通国民経済全般 とどのような相関性をもち、

かっ中共の場合'どの よう・壕推移 をた どっているかを考えてみ ようQエ ネルギ 〒消

費量と国民総生戳と拡奮接濠関連をもち正の禧関関係にあるから、グラフ化すれ

ば必らず右上りの直線乃奎曲線になる。この関係は一方的なものでなくて相互に

関連性をもつ。即ち例をアヌリカ舎衆国における長期間にわた峇分析に とれば、

エネルギー消費が国民総生産の中で占める割合いは、経済構造の変化によって影

響されるところが大であることを示している。エネィレギー利用についての火力及

び永力発電所の効率とか、工業化のテンポとその内容な どが変化要因として大き

く作用するからである。従って1人 当りの国民所得の増加が當に無条俘にその増

加率と等しい率でs或 いはそれ以上の率でエネルギー消費の増加をもた らすかど

うかは一概に云えない。然 しこうした諸要素はあるにしても、両者の相関性は高

いものであり、それを1959年 時において各国別にみたものが才,uで あり、中

共だけに限って1952-6D年 にわたっでみたのがオ2図 である。矛1図 はエネ

ルギー消費量と国民経済の発展水準(又 は主袈な基準としての国民所得)の 間に

高い相関性があることを示 し、中共は朝鮮及び台湾如 ま3洞 じ水準にあることを

示し、エネルギー産業の後進性を見せている。才 ♀図1960年 が趨勢をあらわ

す直線からはずれているのは、同年が農業生産が極度に不振であったため、それ

がエネルギー消費に影響を及底した以上に国民所1に 大きな影響を及ぼしたため

である。オ2図 にっいて云うならば、増大する簿ネルギー生産物の主要消費者と

しての工業の消費率は、1952年 には3b.%ゼ あらたのが19.60年 には65%を
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オ1図9952の 隼人当リエ ネルギー

消費量 と国民総昼票星
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矛2図 中共の/952年 ～60年 の1人 当・り・

.ニネルギー消費 と1人 当 り国昆 所得.
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占 める ようにな っ牟。..主因は冶金工業におけ る石炭の使用増加であると考 えられ

る。 またエネルギー生産 と消費の変化 は、19、52年 を100と す ると1960年 に

は臨内生産額 は441に 、 薗内消費額は450に ものぼっτい る。両者 のずれは、

火力発電 における拉御的選参のたやに石炭使用率 が少な くてすむようにな っ々か

らであ る。従 って題 内の生産 額の増加率以上に消費可能な率が増加 したのである。

B.主 要 エネルギー資源 ,

㍉・志 石'.、 、選

オ5屡 とオ1表 が示す タうに、石炭の鉱床}ま華北(河 北及び山西)を 中心に東



66

北 か ら華 南の地域に まで広 く行 き渡 っている。数多 くの炭坑の うち年産額1千 万

メー トル トン以上 のものが8つ 、500万 トン以上1千 万 トン以下のものが9っ あ

って、エネルギ ー資源のなかでは最 も豊富であることを示 している0埋 蔵量で は

山西省の1,500万 トンが群 をぬき、その他 には遼 寧、河北、山東、河 南、湖 南、

広西の各省が埋蔵量の多いことを示 している。

中共経済の癸展 は石炭に依存するところ極 めて大であ った。 これを数字 でみる

とき1960年 の 総 エネルギー 生産額 のうち燃料 用木炭 を除くとその94%は 石

炭が 占め、水力電気 が2.6%、 石 油が5%、 天 然 ガスが0.4%と い う数字 を示 し

ている。(エ ネルギ ー相 互間の熱量の換算 は次の ように してなされている。それ

は電力と石炭の間で あるが、水 力電気 は石炭 を燃 料 として使用する発電所で同量

の電気を生産 するのに必要な標準石炭量で計算 され、具 体的には電気のエネルギ

ー消費は千KW時 に相当 する標準石炭0.125ト ンの数字が使われる。)つ ぎに総

エネルギー消費量 についてみれ ば石炭9乞6%、 電 力が3.6%、 石 油 と天然 ガスが

3.4%と0.4%を それぞれ示 している。(石 炭の比重が生産面 と消費面で差 をみせ

ているのは、石炭が輸出にふ り向け られているためであろう。)こ の状況 はヅ定

の期間にっい て眺 めてみた揚合 も変化はない。1952年 か ら60年 に かけて、石

油及び天然 ガスが石炭生産の伸 びの犠牲において若干増産 されたが、石炭 の指導

的な鷙位 は全然といえるほどゆるぎを 見せていない 。

これは1900年 当 時のア メリカ合衆固の エネル ギー供給状態に似ている。当時

合衆国ではエネルギー総供給量 の...%が 石 炭か ら、47%が 原 油か ら、3.2%

が 天然ガスと水力電気か ら構成 されていた。 もっともこの数字の中には燃料用木

材 を含んでいない し、合衆国での燃料 用木材 の占め る割合いは中国 のそれ を遙か

に上廻 っていたか ら、石炭の相対的重要度は数字で示されたもの よりは低か った。

一方ソビエ トの例 をみる と、1458年 の エネルギー供給量(燃 料用木材を除 く)

の629%が 石炭か ら・27.1%が 石 油から・57%が 天 然ガスか ら・3.6%が 泥 炭

から、0冫%が 牙 イル ・シェールか らの もので ある。 中共の石炭味存率に比べて

ソビエ トのそれは低 く、中共が対抗 しようとレているシビ手 トと工率ルギー産業

の発展φ型で は、かな り喰 い違 った性格を示 している。 ソビエ トは 仰65年 まで

に石油 と夫然ガスにかなりの比 重を移 し変 え ようとしている寮、中共ではそ うし

た移動 は考え られ ない。石油と天然ガスの著 しい生産増加がない限 り、現状で は

比重の移動 はむ しろ逆の方向に起 るで あろ う。

こφ ことを反映 して、才2表 が示すように石炭生産量の伸び は順調で ある。注
層

目すべきは1958年 の急激な生産量 の増加で ある。 これ は大躍進の成果が 数字の
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オ1表 石炭埋蔵量 の分布(1942年 、単位百万 メートルトン)

地 域 省 埋 蔵 量 総計中の百分比
r、

遼 寧 2,383 0.92

吉 林 826 0.43

策 北
,

黒 龍 江 960 e;

小 計 4,1b9 ,1.75齟

一

河 北 3,483 1.35

華 北 山 西 127,127 47.95

小 計 130,610 49.30

山 東 1,639 0.62

江 蘇 330 G.14

安 徽 207 α08
華 東

浙 江 26 0.04

福 建 116 α06

小 計 2,318 0.94

河 南 7,764 2.93

湖 北 289 0.13

湖 南 1,270 0.49

華 南 江 西 596 0.26

広 東 229 0コ2

広 西 1,096 0.44

小 計 11,244 4.37

計 148,341 100.00/

資 料Wh,Yuan-Li

"EconomicDevelopmentandtheUseof

EnergyResourcesinCommunistChina",

1963.
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オ2表 で955760年 の 石 炭 産 出 額(百 、万 メー トル トン)

年 近 代 的 炭 坑 旧 式 炭 坑 総'額 ・ 、 、.

1935--35.80

1935--39.34

1937--36.91

1938--31.94

1959-.一.ド 幽58.54

194Q.;一 一46.83

19Q1.一 一58.82

194261.963.8165.77

1'943鴨 一 こ46.89

1944--46.08

1945--23.92

コ.946門.-18.41

4947.㌘ ・ 一.コ ～し49

.1948--14.2D

194530.981.4532.43

/95041.011.9142.92

195T50.ア22.3753.09

19526,3.532.9665.49

195366.573.115968

195479.933.7383.66

195593.604.7C98.3D

1956105.924.44110.36

1957123.237.50130.73

1958218.8651.3270.26

.1959281.ア266.0854Z8G

,1960344.2580.75425.00

資 料

7.GeneralStatementontheminingIndustry,

SeventhIssne,19G9.

・2 .厳ajo『rAspecisoftheChi職ese.E;co.nomyThrGug益

1956

3.C。 ・i,byth・B・u・can・fInf・f・ 謡 .三・n.・f'鎌 ・
・・r

.xecutiveYuaninNanking..一 ・ 旬 ・

' .4.:Tsao:・Li-Ying,,theEconomyofJ・aPta灘 ℃Se: .gccupi.e(翌

.,恥 縁i・ns.,Chungking,1945・ .」.、.一._5
.Fa;.uleylfeport.

%.Te込GreatYears二 ・.ぐ ㌃-齒 齒 ・'・

丁7
.Peopie's・Handbook,1957.『:「 ・・ 、 パ 、
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うえに現われたもので、とくに土法(旧 式の小規模な在来の炭坑)の 伸びが薯 し

かった。そして1960年 の生産量は、中国がソビエ トについで世界牙2の 石炭産

出国になったことを示している。

2.電 力

電力産業を評価する2つ の基本的な指標に発電能力と発電量がある。発電量は

発電能力とその効率性、即ち個々の発電工場の効率性とか狭義の操作効率に依存

する。又電力は貯蔵出来ないから、総生産量 と総消費量は同一期間においては互

いに相等しい。従って発電機の操作効率を所与あるいは一定 とすれば、総発電能

力のtき さが現在の使用量を限定する重要な一要 素となり、総生産量 と総消費量

が推計される基礎である総発電能力の算出決定を行う必要がある。

オ3表 が示すように、1957年 の500KW時 以上の発電所の分布比率か ら発

電能力の主力は東北地区にあり、次いで華東地区と華北及内蒙古自治区が存在す

iJ'3表500KW時 以上 の発電所

の分 布比率

.」 域1957年 ぎ5雑 呈
東 北41.8166

華 、 東21.056

蓁蓍靆76.・1・ ・
蓋 中11.5780

西 繭 中 国5,0156

西 北 中 国4.5778

100.U%

資 料 才1表 と 同 じ

る。その内容を構成しているのは

水力発電と火力発電であり、水力

発電はオ4図 にみられるように全

国の水利網にまたがって分布して

おおり、火力発電は才5図 にみら

れるように、産出石炭の立地条件

にも制約されるが他方電力消費地

の消費指向牽引力によって大きく

影響され、沿海地域 ・都市周辺部

・東北地域に広がっている。

更にオ4表 が示すように、絶対

的な電力不足という現象はお＼う

こどが出来ないが、電力生産額は

順調に増加しており、とくに1958年 以降はつ(躍進政策の結果大幅な増加をみせ

ている。但しこaで の数字は全ゆる大きさの発電所の生産馥の総計であり、その

中に含まれている農業灌概用設備にともなう付随的な発電能力をもつ小さな発電

所は、1年 に6～10ヶ 月間(9月 から2月 頃までが多鮎・2だけ稼動し・それ以外

にも・」・規模な発電所は1日 に8～10時 間(午 後4時 から42時 頃まで)程 度 しか

操業しないから、こうした発電所が長期間にわたって恒常的に生産を継続出来る

かどうか、更にはこうした発電所の生産額の集計をその ま＼信じてよいのかどう

か、更には生産電力の効率的利用が果してなされうるのかどうかという点に大き
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i1'4表 電 力 生 産 額(百 万KW時)

年 ・ 産'額Ll

193b3,815

99474,557

19494,31Q

195°4,55°

19515,750

19527,260

19539,200

195411,0QO

195.512,280

495616,590

195719,340

"195827
,530

1959411,XOO

1960・51,50058,000

資 料 ・

1.IVtajoiAspectsofthe

Chin・ ・e亨 ・on・myTh・ ・ugh1956,

2.TenGreatYears.

1960年 は 計 画 数 字 。'
馬

73

な疑 問を残す。 一

一電力の生産面についてほ概観す

ると以上 のような状況 を示 して い

る。次に消費面か ら考察 しよう。

中共の工業化のテンポはその置か

れた客観的状況か らすれば驚威的

なもので あるが 、工業化に伴 う電

力の消費状態を蟯めるとき 、い く

っかの興味 ある事実を発 見出来 る。

矛 電は工業で使用 され る電力の割

合が極 めて高 く、かっその傾向が

年毎に激 しくなってきてい ること

で ある。発電所の消費量を除外 す

ると、1960年 の工業消費率 は1

952年 の 価格に 引直 して国内純

供給量 ¢)92.E%で あ り、総消費量

の90%に の ぼってい る。195'2

年 に はそれぞれ85%と79%で

あ ったか ら、増加率の急な ことが

十分 うか 雲えるであろ うo,ソ ビエ トの場会1957年 で 全供給量 の75.4%、1958

年 の合衆国で は48.4%に す ぎない。 これは逆に1960年 の 中共の純国内供給量

の5A%だ け が家庭(街 灯、公共の建物及び商業施設 を含 めて)で 消費 され たにす

ぎない ことを示す。合衆 国で は1458で27.9%が 住 宅に、17.8%が 商 業的消

費にあて られてい る。工業的消費の占めるAD会 とその増 加率の高い ことか ら、中

共の;._::ら か に家庭の電力消費の犠牲 におい匿ζ正業消費がなされてきた ことを

示 してい る。1959隼 で は、中共 の都市人[a1人 当 り年 間わずか24KW時 しか

使用 され ていない。

才2の 特徴は、工業労働者1人 当 りの低い電力7で ある01956年 の 消費

量が年聞2,500KW以 下 で あり、,_19.5$～6歪 年の大躍進の時代において も大 し

た増加を示していない 。この消費量は同年の合衆国の製造業に従事する労働者1

人 当 りの24,500KWの 約1/5に す ぎない。 ソビエ トの場 合で は、1956年 で

8,300K6V、 衿58年 で9,40DKiNで ある。 これは中共の機械化の遅れ と、近代

産業における電力消費量 の高い機械をまだ多 く使用 していない ことのあらわれ で
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あり、工業化の永準が低いことを示している。このことから電力資源の開発は急

がれ、その生産額は矛4表 の示すように増加しているが、設備投資に膨大な資金

を必要 とするためと、建設期間が長いためにまだ十分な成果を挙げることが出来

ない。

ぐ3.石 油

1949年 ～60年 の状態をみると、石油産業はまだ幼稚産業の域を出ないが、

中共も他の先進国と同じく石炭から液体燃料や天然ガスに移行する計画をもって

y,,る。然し上記の期間で中共がなしえたのは石油鉱床の探査であったQ新 しい技

術の導入によって成果はあが り、オ5表 が示すようにツンガリア及びタリム盆地、

新鑞及びウイグル自治区のトルファン低地、青海省のチンダム盆地、陜西省北部 、

・矛5表 原 油埋蔵量の地域分布
`(百 万メートル トン)

?'地 域 埋 蔵 量(推 計)

'馬甘 粛4
,500

新 彊4,500

陜 西4,900

四 川2,000

遼 寧5,6QO

吉 林 」30

黒 龍 江270

広 東2,000

資1料 二才1表 と同 じ

雲 南一 貴州高地 、四川省等の所謂

辺境地域を中心にかなりの埋蔵量が

あることを示している。同時に6%

の石油含有率をもっオイルシェール

36億 トンと20億 トンの天然石油ガ

スの存在が確認されている。そして

才6図 が示すように、油田叉はオイ

ル ・シェニルの鉱床が内陸部にある

ため運輸面から精製所の多くは内陸

部にあり、僅かに上海、南京 、大連

等の例外を示しているだけである。

開発並びに生産面では現在のところ

オ6図 の示す地域に油田と石油並び

にオイル ・シ干一ルの精製所が存在し、生産量はオ6表 のように着実に増加し続'

けているがまだ不十分なものであり、不足分は輸入で補っている。 輸入量は19

55年 ～58年 間を通じてソビエトからのものだけで全消費量の1/3近 くを占め

ている。

従 って石油産業についてはある程度の見通 しはあるが、初めに述べたように中

共では現在のところその意志はあっても、まだまだ液体並びに気体のエネルギー

資源に大きく依存することは出来ない。
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オ6表 原 油 生 産 量(チ メ トリック トン)

年 額 年 額

193164.61949121

193274.01950200

193391.01951305

193496.81952436

1935145.41953622

1936180.31954789

1937200.21955966

1938280.319561,163

1939395.819571,458

1940601.919582,264

1941682.919593,700

1942841.519605,200

資 料

1.GeneralStatementontheminingIndustry,

No.5,Dec.1935.

2.同No.7,Dec.1945.

3.TenGreatYears,Peking,1960,

4.1960年 やまき十画数字o

C.エ ネル ギー産業の効率性

エネルギーが産業 内で利用 され る場 合、その供給量 又は消費量 の大き さととも

に 、それが どの程 度に効率 的に利 用されてい るか どうか とい うことが、 消極的な

意味なが らエネ ルギ ー産業 の価値と内容 を決定 する。1960年 現在で 中共 の電力

生産額 の78.8%は 火 力発電に頼 っており、又 エネルギー消費の92%が 石 炭か ら

のものであ る。従 って火力発電所内の石炭 の効率 性と炭坑での石炭採掘が どの程

度に能率的に行 われているかをみる とき、エネルギー産業内での効率性 の一般 的

傾向を知 ることが 出来 る。

火力発電所に おいて中共 は、その燃料使 用率 をたえず引下げ ようと努 力 してき

た。1950年 に は1KW時 当 りの石炭の平均使用率は0.93Kgで あ ったのが、19

59年 に は0.49Kgに な った。 比率か らいえば1950年 の使用率 はソビエ トの平
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均 使用率の58%高 で あったが 、1959年 に は15%弱 高 にまで引 き下げること

が 出来 たし、1960年 に はソビエ トの1958年 時 の平均使用率にほy等 しぐなっ

た 。但 し中共 とソビエ トのエネルギー産業 とくに発電所の効率性の比較 は≦単に

燃料使用率 だけでみるごとは出来ない。両者 の労働投入率に実に大 きな開きがあ

るか らであるc1957年 現在千KWの 発 電設備につ いて中共 では23.」/*の 労 働

者を必要 としたのに、ソビェ トでは1955'年 で わずか7入 の労働者 を必要:とす る

にすぎないからである。 もっともこの隔差 は中共の賃金率力極 めて低い ことに よ

って、オ7表 が示す ように労働 費の発電所の生産費 中に 占める割合 としてはほと

矛7表 発電所 の生産 費内容の百分比
`中 共

の1952-60年 の平均 ソビエ 幽トの1955年

(1952年 価 格)、(1955年 価格)

1・燃 料 ・原料及びその他購λ費64.363.3

2.減 価 償 却 費20.6、16.8

3.労 働 費1.5.115.8

4,そ の ・態 一4.1

100.0100.0/

資 料 才1表 に同じ6

ん ど差 はないが、労働資源の適 正配置 と有効 利用の点か らは機械化 の遅れ ととも

に大 きな欠点 となっている。矛7表 をみると低い労賃に よって補われてい るため

に中共 とソ ビエ トの電力産業の生産費内容は ほ 男以か よった ものにな り、一 見t

き な差 を示 していない。然 しオ8表 の近代的設備に よる炭坑の石炭 生産 費内容の

構成をみると、両者問に はかな りの差があることが判明する。隔差 の原因 として、

オ8表 近代的設備に よる石炭生産費内谷 の百分比

・ 中共の9952-60年 の平均 ソビ土 トの1955年

(1952年 価 格)(1955年 価格)

1.燃 料 、源料及びその他 購入費 ・,;21.5

2減 奪匿i賞 去卩 費10.06.3

3.労 働 費41.8'64.1

4.そ の 他 一'8.1

100.0/100.0

資 料 オ1表 に「司じ。

④ 費用 の中にソ ビエ トの場合は選鉱費が含 まれ ていない こと、@中 共で は坑材費
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が極めて高く労賃が極めて低いこと、⑧総生産額申に占める露天堀の占める割合

に差があること等が考えられる。

観点を労働生産性に移すと、中共では1957年 には9労 働 日当り1.08rン の

標準石炭を産 し、ソビエ トの1.09ト ンに近づいていたが、1958年 以降は石炭

の絶対量の増産運動から実質的には逆に減少の傾向を示しているとさえ考えられ

る。(オ2表 か らみると総生産額は27/13-2.08倍 になつている。然し石炭の質

からみると、1958年 以前には原料炭1ト ン中に陶当り7千Kcalの 熱容量をも

つ標準炭を0.7ト ン含んでいたのが、1958年 以降では0,48ト ンしか含まなくなっ

ている。更に土法による生産が各地で行なわれたから、実質的に石炭nに 従事

した労働者の数は激増している筈である。生産量だけからみれば、旧式炭坑の採

炭量は矛2表 が示すように7倍 強になっている。このことから考えると、標準石

炭採掘量からみた労働生産性は実質的に減少さえしていると考えられる。)1960

年現在全生麈量の1ん 以上を占める旧式の炭が、低品位炭とそれがもたらす非能

率的な燃料使用の原因となっている6も し1957:の 水準の高品位炭と熱効率の

利用が行なわれていたなら、こうした無駄は省けたのである。

以上のことか ら中共のエネルギー政策にっいて、次のような諸点が考えられる。

①中共の増産運動は原料投入率を低くするために、労働投入率が増加すること

を全く意に介しなかった。大躍進政策にもとずく人民大衆の労働力の集中的投下

がその よい証拠である。

②従 って標準石炭に換算しての火力発電所の燃料消費率は、合衆国やソビエト

に比較 して猶高いがかなり下落した。逆に労働投入率の増加は、崖坑及びエネル

ギー塵業の労働生産を著しく引下げ、合衆国やソビエ トとの隔差を六きくした。

③1958年 以降の大増産運動に伴って生じた}:きな嗣難は、原料石炭の低品位

と選炭工場の明らかな非能率性或いは不適合性によるものであった。 隔

D.エ ネルギー生産量の計画 目標の達成と問題点 ,..

叙上の表題にpい て考えてみると次のようなことがわかる。石炭の埋蔵量にっ

いては確認量及びほ ゴ確実な量力紹 峯5千 億 トンに達し・推定埋蔵量を加えるζ

この量は更に大きいものとなり、大規模な工業化を支えるのに十分な量であ、って

まず不足する懸念はない。石油についても調査済みの埋蔵量も多いしtオ イル 。

シェールや石炭からとれる液体燃料で、原油の不足量をある程度袖うことが出来

る。これは才2表 より汁6表 の数字において示されるところである。石炭につい

ては1949年 一60年 の間にかなりの出炭能力をもつ新しい炭坑が、荒廃 したり
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廃棄されたりした炭坑に代って出現 し、このため1960年 の近代的な炭坑の生産

額 の%は この期間に建設されな新じい炭坑からのものである。電力については

1960年 末にその稼動能方は9,43;0万KWに 達したが≦これは1949年 の7倍 半

の能力であり、計画 目標をも十分上廻った数値である。嗣時にいくっかの天然石

油やオイル。シェールの鉱床も小規模ながら開発用に試掘されている。3ZI.r."炭の

生産は1949年 一60年 の間に245%、 電力隷259%増 加し、この結果19bO

年の申共の電力と石炭の産出額は1947年 のソビエト電力、1956年 のソビエ ト

の出炭E:に匹敵するもので、1952年 のレベルの5倍 に近い工業生産を1'96D年

に可能にしたのである。

だが これ らの成果が中共の経済計画の成功であると無条件に云いきれぬ多くの

問題点をか 丶えている。それらは次の諸点である。

①中共の計画立案者は真の長期的な経済計画をたてることが出来なかった。計

商は短期的な考慮に よって∫一 時的な間に合わ舷的な修正案の蓄積であった。そ

の源因は計画目標を出来るだけ高くs又 出来るだけ速く達成しようという性急、さ

と計画薗の技術的未熟さにある0急 速な膨脹政策は旧式の±法による生産に顴る

ごとになり、極めて効率の悪い工業生産の実態をさらけ出したが、その主因は技

術的水準の低さであった。これらは表裏となって中共の縫済発展のブレーキとな

うた。技術水準が高ければ輸入設備に頼ることもそれだけ少なく、そのことによ

うて他の部門への:,済的しわ寄せも少なくてすんだであろう。 ・ 一

②一貫した長期的政策のないこととともに、禰 々の地域に結びっいた水力や石

炭資源の開発政策が不十分であった。 、

③経済の全ての部門との間にバランスのとれた発展が計画縫済の場合とくに必

要であるのに、中共の場合それがみられなかった。電力の工業的消費の増大は、

他の部門と兮わけ家庭経済の犠牲においてなされ、工業生産の発展の結果電力需

要の絶対的 ・相対的な増加がもたらす縫済の構造的変化を予想することに失敗し

た。エネルギー資源の発展の中でもバランスは維持されなかった。例えば石炭の

生産額は直接に必要とされた水準以上に増爽したσこの増加も才2次5ケ 年計画

の最初の3年 間の結:果にみられるようにモ',1の 炭坑の採炭量を増加することに

よって絶対量の増加だけを図ることになり臼その結果乱掘と低品位炭の出現と労

働力の無駄な使用を招いた。そして叙上Q理 由にようで電力の不足絃激化り、石

漉産業の発展も速度を落した。これらは全丁投資配分での失敗を物語b天 いる。

炭坑への投資量は現状以下でよかった㊧であり、、その分を選炭機械や発電所や石

油産業にふり向けるべきであった。 ㌧ 『驢、一 ・ ∫ マ
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④中共の経済政策が農業不振によってぐらっいたため、水力発電への投資が適

正であったかどうかという疑問を生じさせた。建設期間と設備投資額の点から、

火主水従の発電所建設となる傾向を生じたが、これは灌漑や洪水統制及び土壌保

持と直接密接に結びつく水力発電設備にもっと多くの投資を配分すべきであった

という考えをもたらした。 曙

こう'した問題点をもっエネルギー政策であるが、その将来を展望すると次のよ

うなことが云える。

1967年 までに現在開発中の発電所の建設計画が実現すれば、同年末までにそ

の総設備能力は1960年 末のそれより160%近 く高い3,700万KWを 越すこと

になる。これが全能力をあげればその年間総生産量は2,200億KWに のぼり、1

941年 一42年 の合衆国及び1958年 のソビエトに匹敵し、このうちの90%が

工業に割当てられると(発電所内の消費と送電上の漏搨をさしひいたうえでの90

%で あり、これは1960年 の割合がそのま＼維持されたと仮定してのことである)、

1960年 の水準の170%以 上の2,890億1952年 元の近代的な工業生産額を支

えるのに十分なものとなる。然 しこの1960年 の水準を2,3DO万KWし の ぐ増産

計画は、送電線、炭坑、運輸施設の費用を含めないで、KW時1,100元 の単位計算

で255億 元の投資を必要とする。1961:-67年 までの7年Psiに わたって、毎

年発電所建設に必要なだけの年間投資額が36元 を越すことになるが、こ(ρ額は

1953-571の オ1次5ケ 年計画の全期間中の全発電設備への投資総額を上

廻る。多目的計画でこの設備を建設してコストがかなり低くなったとしても、1

960年 の国民所得が附加価値額で表わして恐 らく1,260億1952年 元よりも大

きくはないことを考えると、これが中国の水準からすればいかに途方もないもの

であるかがわかるであろう。国民所得に大幅な増加がない限り、中共の計画立案

者がこうした膨大な投資を発電設備の建設だけどころか、全エネルギー部門に対

してでも投下出来る筈はない。従って全エネルギー資源部門叉は発電設備の拡大

は、更に長期的な範囲で考えなければな らない。これは近代的な工業生産額の年

間の増加予想率が15%で あることが非現実的なものだということに直接っなが

る。更に中共の場合、潜在的な強制貯蓄を国内の生産財にふりむけることを制約

している技術的問題を考えないわけにいかない。1958年 以降の大衆運動による

工業化の進展政策が不名誉な幕切れを迎えた主因もこNに ある。外部からのクレ

ジット供与の問題 とともに、中共継済の発展を左右する重大な問題である。そし

て現在のところ中共経済における工業発展の見通しは、1952年 一60年 にみせ

た発展率を1961年 一67年 に再び期待することは不可能であり、それどころか
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才1次5ケ 年計画で達成した成長率でも、1"960年 以降の経済発展率の鈍化が是

正されぬ限り轍 達成鴃 ないと考届 嫡 状泳 ある・

(1964,5.12.)

(名古 屋学院大学経済学 部 講師)


